奄美市世界自然遺産活用プラットフォーム
令和５年度　第２回　公民連携会議
「地球温暖化対策推進法に基づく奄美市実行計画区域施策編の策定について」
日時：令和５年10月５日（木）13：30～
場所：奄美市役所５階大会議室
開会
・黙祷
　８月14日午後１時20分に本プラットフォームメンバーで奄美市議会議員の和田霜析様がお亡くなりになった。和田様のご冥福をお祈りするために、開会前に全員で１分間の黙祷を捧げた。
・司会あいさつ
・資料確認
・出席確認

欠席：奄美市地域女性団体連絡協議会・前田委員
コアメンバー委嘱
諏訪副市長から委嘱状交付
期間：令和５年10月14日～令和６年３月３１日。
委嘱状交付…奄美市議会議員・正野卓矢（敬称略）
コアメンバー自己紹介
本日委嘱された正野委員と、前回欠席の奄美市副市長・諏訪委員、村上建設株式会社代表取締役・村上委員からそれぞれ自己紹介をしていただく。
正野委員：和田委員が情熱をもって自ら手を挙げて取り組んでいた本職について、私も一生懸命取り組んでいきたい。
村上委員：産業資源循環協会の支部長を務めている。奄美市には処分場がなく、ごみを今ずっと鹿児島に送っている。燃料を使ってごみを焼却し、電気も化石燃料を使って発電している現状について、このままでいいのかなと思い本プラットフォームへ参加した。
諏訪委員：このたびはプラットフォームにご参加いただきまして感謝を申し上げる。奄美市としても地球温暖化対策ということで、世界自然遺産の認定を受けているが、これを守っていくために、島内の自然環境の保全はもちろんのこと、やはり私たちのライフスタイルの見直しが迫られていると感じている。本プラットフォームでしっかり議論をして、地域計画を策定したい。どうぞよろしくお願いしたい。
議事
座長：これより議事入る。まずは、「奄美市の脱炭素転換と地域発展」と題し、国立研究開発法人産業技術総合研究所の歌川先生にご講演いただく。本内容は前回の会議終了後に同じタイトルの資料を私と事務局宛てにご提供いただいた。本プラットフォームで温暖化防止活動実行計画を議論する上で大変有意義な情報が盛り込まれていたので、今回コアメンバー全員の前でご講義いただくこととした。ご講演の後には質疑応答の時間も設ける。
「奄美市の脱炭素転換と地域発展」

歌川委員：地域のことは皆さんのほうが詳しい。様々な対策技術の地域の特性に応じた活用で効果的な排出削減を実現し、さらにこれを地域発展、地域産業振興、定住人口拡大などにつなげることを議論できればと思う。
猛暑を超え地球沸騰化の時代と国連事務総長が言った。今年の７月の世界の平均気温が観測史上最高を更新した。強い台風がこの地域を襲い、豪雨のニュースが日本全国で連日のように伝えられた。
温暖化の悪影響を最小限に抑えるため、世界の目標は産業革命前からの気温上昇を１．５℃に抑えることである。「パリ協定」の条文は気温上昇２℃抑制が目標、1.5℃抑制が努力目標だが、２℃上昇すると被害が大きいことから、気候変動枠組条約の条約会議（ＣＯＰ）が開催される度に1.5℃抑制の比重が高まり、今は事実上1.5℃目標となっている。国連のIPCC(気候変動に関する政府間パネル)の最新報告では気温上昇１．５℃に抑えるため、２０３０年までに世界のCO2排出量を2019年比で半分に削減、さらに２０５０年頃に排出ゼロにする経路が示されている。同報告の２０３５年のCO2排出量は世界で2019年比６５％削減だが、先進国の組織である国際エネルギー機関が先進国は２０３５年に2022年比８０％削減が必要との報告書を出すなど、対策強化の議論が進んでいる。２０３０年に世界のCO2排出半減について、IPCC報告は対策の技術的可能性は十二分にあり、しかも光熱費削減などで設備投資額の元が取れる、得になるものも多数あると紹介している。
奄美市の企業・家庭・公的施設・交通の光熱費を推計した。新型コロナ感染拡大前の２０１９年のエネルギー消費量に単価をかけて推定、毎年約１００億円である。この一部は島内事業者の利益としても、化石燃料購入費で膨大な額が島外、さらには産油国等海外に流出している。脱炭素対策でこの流出額を大幅に減らし地域で循環させ、地域振興、地域の雇用拡大、定住人口拡大に繋げ、地域発展に大きく寄与する可能性がある。
奄美市のCO2排出割合について述べる。産業部門は製造業(工場)と農林水産・鉱山・建設業で、奄美市のこの割合は小さく、工場の割合も小さく、水産業は一定の割合を占める。業務部門は主にオフィスとサービス業を指す。奄美市は業務部門と家庭部門の割合、車と船など運輸部門の割合が比較的大きい。産業・業務・家庭部門で購入する電気のCO₂をまとめると奄美市のCO2排出の半分以上を占める。電力の再生可能エネルギーへの転換は対策の柱と考えられる。
奄美市の再生可能エネルギー電力導入可能性について、環境省の再生可能エネルギー情報提供システムでは陸上風力発電、太陽光発電など再生可能エネルギー電力は、奄美市の電力消費量１０倍以上の可能性があると示している。この全部を開発する必要はないが、乱開発にならず、地域の企業、地域住民、公的機関が中心になって無理なく開発する大きな可能性がある。
脱炭素・化石燃料ゼロへの対策は、省エネと再生可能エネルギー転換を両方行う。省エネは我慢ではなく、省エネ機器、断熱建築、省エネの車に変えて無理なくエネルギー消費量を削減する。同時並行でエネルギー全体を再生可能エネルギーへ変え化石燃料をゼロにしていく。
今の技術でどれぐらいできるか。日本全体では脱炭素に技術的課題があるものが二つある。一つは、鉄やセメント製造の産業高温熱で、今の技術だけで再生可能エネルギー転換は難しい。船と飛行機の燃料も今の技術だけでは難しい。それ以外の電力、低温熱利用（200℃ぐらいまで）、自動車燃料の省エネ・再エネ転換は、商業化技術と、近い将来商品になる改良技術（大型電気トラック、農業器具、建設器具など）で排出ゼロの具体的展望があり、その普及で脱炭素の大部分が達成できる。奄美市では漁船、船（および飛行機）以外は今の技術と改良技術の普及で脱炭素可能と考えられる。
省エネ対策の重点は、新規購入や更新時に機械、建築、自動車等で省エネ型を確実に選ぶことである。削減効果も高く最も費用効果的に対策を行うことができる。
例えば冷蔵庫の買い替えで、価格が安い製品を選ぶと、多くはエネルギー効率が悪くその後１０〜１３年間エネルギー多消費が続く。光熱費も高くトータルコストが高くなる。買換にむけた情報提供・施策により「省エネ冷蔵庫の方が売値と10年分の電気代を足したトータルコストも安く、環境にもいい」と企業も市民も納得して省エネ機器を購入、エネルギー消費削減が進む。
オフィスの省エネ機器購入について。照明で蛍光灯をＬＥＤにすると同じ本数でも電力消費を２０％削減できるが、ＬＥＤは明るいので蛍光灯２本をLED１本に減らせ、電力消費を約６０％削減できる。水銀灯をＬＥＤに変えると電力消費量を５０％以上削減できる。しかも水銀灯は点灯まで１時間かかるのでつけっ放しの運用がされていたが、ＬＥＤはすぐ点灯するので必要時だけつけ、倉庫で電力消費を８５％削減した例がある。オフィスのエアコンも古いものを省エネ型に転換し電力消費量を５０％削減した例がある。家庭でも１３年前の冷蔵庫を省エネ型に買い替えると電力消費量を５０％削減できる。企業と家庭には２０〜３０年前の冷蔵庫も残る。２５年前の冷蔵庫を省エネ冷蔵庫に買い換えると電力消費量を７５％削減、電気代も年間３万数千円が約７，０００円になり、年間２万３，０００円以上の光熱費削減となる。対策効果とコストの情報を伝えるしくみで、買換をスムーズに促すことができる。
運輸部門の自動車は、更新時に燃費のいい車に変え、エネルギー消費を大きく削減できる。さらに電気自動車に変えると、エネルギー消費量を７０％から８０％削減できる。奄美市の名瀬地区中心部は公共交通機関利用にシフトできる。車のない人、免許返納される人がスムーズに買物や役場や病院に行けるよう公共交通を整備・維持するのも、地域の課題解決と一緒に省エネを実施する手段となる。
対策の費用対効果、投資回収が可能なことについて。省エネ機器や遮熱の効いた家屋などは建設費や商品の値段はやや高いが、トータルコストは、商品価格や建築費に、それを使う期間の光熱費を足した金額、冷蔵庫ならその値段プラス１３年分の電気代・光熱費である。省エネ機器や省エネ車の多く、断熱建築、再エネ設備の多くはトータルコストでは安い。ここで言う投資回収は、省エネ冷蔵庫購入で高くなった部分を、毎年削減できる光熱費で割り算をして、何年で元が取れるかということで、遮熱建築でも同じ計算ができる。照明のＬＥＤ化など２，３年で元を取れる対策、冷蔵庫やエアコンの更新など５年から１０年で元が取れる対策が多数ある。太陽光発電は売電した場合には買取り価格が安く投資回収期間が長くなっているが、電気代高騰のため、屋根の太陽光で発電した電力を、自家消費、つまり住宅、オフィス、工場で使うと購入電力単価の約半分ですみ、投資回収期間が短縮できる（蓄電池のない場合）。
元が取れ得な対策が大半であることから、市役所で補助金を出す必要はなく、「これぐらいの投資回収年なので取り組んでみてはいかがでしょうか」と情報提供し、“こんなに短い投資回収期間であればやらなきゃ損だ”というふうに企業も家庭もご理解いただけると思う。
２０５０年の地域脱炭素・化石燃料を使わないイメージを考えることができる。奄美市でも今後２０５０年排出実質ゼロ宣言されていくと思う。化石燃料を使うような機械もだんだん無くしていく。現在、そのような機械設備を使用する産業やそれに従事している方々もいる。こうした産業が再生可能エネルギー産業や省エネ産業などに、ＳＤＧｓの観点で誰１人とり残すことなく転換することも一緒に考える。
ガス器具設備を新築建築で入れないような厳しい政策も一部の先進国で始まっている。政策メッセージを出し、全体で大きな転換を早く効果的に行うことを奄美市の政策として検討することが必要。対策の基本は機器や建物や車を更新時に省エネ化、あわせて再エネ転換をしていく。更新時に確実に省エネ機器を選んでいくと、エネルギー消費は２０３０年には2019年比で約４割削減、２０５０年には３分の１ないし４分の１まで無理なく削減できる。
並行して再生可能エネルギーを導入し、２０３０年にエネルギーからの二酸化炭素排出量は２０１３年比で64%削減でき、２０５０年に今の技術で９５％以上削減、漁船だけ新技術を入れて脱炭素が達成できる。
２０３０年に国の計画と同じように化石燃料電源割合42%、非化石電源割合５８％を再生可能エネルギーで、奄美市でも実現すると想定し計算を行った。実現のため、１時間ごとの電力需給を、データーは奄美市のものはないため沖縄の１時間ごとの電力需要変化と太陽光や風力の出力変化をベースに推計した。太陽光発電を今の約３倍の約2万kW、風力発電も今の約１０倍の約2万kWに増やし、需要側で夏と冬の夕方など需給逼迫時間の需要を減らし、晴れた日は太陽光に合わせて昼間に需要をシフトするなどで実現できる。
エネルギー以外の廃棄物からのCO₂、メタンや一酸化二窒素の対策は難しい。一方、フロン類はメーカーの対策も進んで、エアコンのフロンは、CO₂排出量換算で以前の３分の１の代替フロンに置き変わり、２０３０年には2019年比約75％削減がメーカーの対策で行われ、加えて地域の廃棄時のフロン回収率向上、日常や故障時のフロン機器管理強化でさらに削減、七つの温室効果ガス全体で2013年比６４％削減可能と考えられる。
森林吸収も鹿児島県の人工林の割合で鹿児島県の吸収量から奄美市の吸収量を計算すると森林吸収はあまり大きくない（2013年排出量の約2%）。牛のゲップ、水田のメタン、肥料からの一酸化二窒素等をゼロにするのは難しいので、森林吸収とあわせ、2050年の温室効果ガス排出量をプラスマイナスゼロにする。
奄美市の企業・家庭・交通機関の光熱費は２０１９年推定で約１００億円、２０２２年はその１．５倍の約1５０億円と推計される。対策で省エネと再生可能エネルギーで光熱費を抑え、光熱費の支払先を地元に変え、地域でお金が回るようにする可能性がある。対策には設備費がかかるが、光熱費と設備費の合計を削減しながら対策ができる。さらに設備費は地元で受注できる。機械製品は奄美市内の製造が少ないとしても、省エネエアコン・電気自動車・太陽光パネルなどの取り次ぎは地元の企業が行い、企画やマージン等を獲得できる。建築業でも太陽光や風力の設置工事、遮熱建築の施工など地元企業が受注できる。事業者向けサービスでも、工場やオフィスの省エネ、改築工事などの企画や施工など地元のコンサル業などが受注できる。自治体エリアの光熱費を原資にして設備投資などを行い、光熱費削減や地元への支払先変更により地元で幅広い経済活動にお金を使い、幅広い業種の売上増につながる可能性がある。土木業・建築業・小売業・コンサルタント業などが新しい仕事を獲得できる可能性がある。
こうした対策に向けた自治体施策について。目標計画、省エネを進める政策がある。再生可能エネルギーを進める政策では、世界自然遺産のエリアに乱開発の再生可能エネルギー発電所建設を未然防止するために、ここは建ててはいけない、ここが優先地域であるという都市計画のような「ゾーン制」という地域区分が必要になる。再エネ利用の地元優先、地元の企業や家庭をサポートするような、様々な施策がある。
自治体施設は省エネ行動を徹底的に行ってきた。今後は機器と建物の省エネ性能トップ施設になること、再生可能エネルギー１００％を実現すること、光熱費を大幅に削減、設備費の投資回収も短いことを市の施設の実績で示し、企業、家庭に対し脱炭素で実績を上げこんなに快適な庁舎で経済的にも得であれば我が企業や我が家庭も市役所のまねをしなくちゃ、という見本になるとよい。そのための情報提供として詳しく知りたい企業と家庭に専門家の相談窓口を設ける。しかし関心が薄い企業、家庭には相談に来ていただけないと思われるので、電気屋さんや自動車販売店や建築事業者に「これが省エネ製品で、トータルコストである売値プラス１０年分の電気代は省エネ冷蔵庫のほうが安い」と紹介いただく協定を結び、関心の薄い企業・家庭にもコストも含めた情報を伝え、買替時に省エネ機器選択を促す。こうしたことが、地域のきめ細かな政策の一つとして考えられる。
また、モデル地域・モデル施設を設定、省エネ再エネ施設、地域全体再生可能エネルギーモデル地域などを設定、優良事例を見学可能にし、これならばうちでもできると実感いただく。
他に地域企業の対策受注を拡大する施策もある。
質疑・応答

諏訪委員：先ほど奄美市の再生エネルギー電力可能性という表が５ページのところにあるが、営農型太陽光など聞き慣れないものもあるので、記載されている三つの太陽光がそれぞれどういうものなのか教えていただきたい。
歌川講師：「屋根置太陽光」はオフィス・施設、工場、住宅の屋根に設置をする太陽光発電で、既存の建物に設置するので新しく土地を占有することはない。「野立太陽光」は未利用地などに架台を設け太陽光発電を設置する。太陽光で土地を占有するので土地を新しく確保しなければいけない。「営農型太陽光」は、農地の上にまばらに太陽光発電を設置し、３分の１ぐらいの面積に太陽光パネルをつけ、残りの３分の２の面積はあけ、下で水田・畑作をする。下の田畑で大型農業機械も支障なく動き回れるよう、高さ約４メートルに太陽光パネルを置く。農家は農作物も電気も売り、農業経営をする仕組みである。
諏訪委員：一般的な疑問として、作物の場合は日照が不足してしまうと生育が悪くなるように感じてしまうが、実際に事例はあるのか。
歌川講師：千葉県などで専門家がアドバイスをされ普及が増えている。田畑の上にまばらに太陽光発電を設置しその下で稲を育てる。稲では約３分の２の日射量で十分と報告や実証実験報告がある。お茶のように覆いをされる作物は、覆いのかわりに太陽光パネルを効果的に使い、農作物の成長を促進しながら発電する可能性もある。
果樹の一部などに日射量が必要で適さない作物もあるだろうが、効果的に実施できる作物・条件で取組めばよい。今後、どの作物が営農型太陽光にあうかの知見を充実していけばよい。
正野委員：資料５ページに記載の年間光熱費１００億円。後から今後は１５０億、２０１９年と比較して１．５倍になっていくのではないかというお話があったが、将来的にはお金が地域で循環していく形をつくれるのではないかという相当魅力的なお話だったので、そこはとても気になっている。資料７ページの内容で今の技術の普及でできることが多くあるとのことだったが、まず何か取り組むべきか。市としてどういったことが考えられるか。
歌川講師：省エネの重点は買替時で、情報提供でこの機会を生かす。温暖化対策は負担を減らしながらできる。それを徹底していくことが柱だと思う。中小企業や家庭で、中期で得でも初期投資費用が出せないという人がいるかもしれない。これらは設備費を光熱費減や再エネ売電で元が取れるので、太陽光設備費のローンをうまく組み込んだ商品としてＰＰＡシステム（まず設備業者に太陽光パネルを設置してもらい、その後売電収入で事実上のローンのような形で返済する。つまり持ち出しゼロで開始し毎年浮いた分で返済していくもの）がある。省エネ製品のローンや初期投資ゼロで持ち出しのないしくみも今後考えて行く。初期費用ゼロで光熱費の浮いた分で返済する得な仕組みを省エネ設備導入でも再生可能エネルギー設備導入でもできるとよい。
正野委員：資料８ページで家庭の省エネ機器への買い替えの話が出たが、リサイクル料金もかかることを考えるとなかなか踏み切れないという高齢者の方や若い夫婦などがおられるのではないかと思う。本市は離島なので輸送費の負担も生じるかもしれない。こうした懸念材料を払拭するために補助金等により買い替えを促進する取り組みを行っている先進地域があるかご存知か。
歌川講師：補助金政策はまだ調べていない。リサイクル料金は機種によるが５，０００円前後で省エネ機器への買換で浮く金額に比べると小さいと思われる。リサイクル料金は全国均一料金だが、配送料金（家電リサイクルなどで収集運搬料金を支払う）に対する支援策はありうるし、それを払っても安いことを情報提供し、商品購入費、リサイクル費・配送費などを省エネで光熱費が浮く分で「持ち出し無し」で払う仕組みをつくり、商品購入費の初期投資のバリア（障壁）を抑えられるといい。地元金融の協力や公的金融利用などを市が仲介する仕組みも考えられる。補助金でなくてもよい。
大久保委員：なるほどと思わせるご提案がたくさんあった。具体的に日本のどこかの自治体で先生のおっしゃっているようなことを住民に示して取り組んで推進しているような自治体は存在するのか。
歌川講師：事業者向けアドバイスの仕組みとして、経済産業省所管の省エネルギーセンターが、専門員を全国の事業所に派遣し診断、投資回収期間の短い順に対策を紹介している。現在はエネルギー価格高騰で診断申込が殺到しているので、ここだけに頼らず各地域でしくみができるといい。自治体の相談窓口や診断の例では、京都府・京都市が機械メーカーＯＢの協力を得て省エネ診断を行う他、大阪府や東京都、横浜市、その他にで相談窓口や診断のしくみがある。家庭向けには環境省が「うちエコ診断」で削減対策目安を示し、希望する家庭に診断員が来るしくみを設けている。
過去５、６年ヨーロッパの自治体で調査した。州の相談・診断員が州内各自治体を巡回、地域企業や住民の相談に応じ、省エネ対策効果やコスト情報のアドバイスを得ている。こうした仕組みは積極的にまねをするのがよい。ヨーロッパでは新築は少ないので断熱建築導入は改修がメインで、そのために断熱改修の診断・相談の仕組みを広く普及している。日本の対策は機器買換の効果が大きいと考えられ、この診断や相談の仕組みを地域で工夫できる。市単独で制度しくみを作るのは大変なので、鹿児島県や国の協力を得ながら仕組みづくりを行うと効果的である。
大久保委員：具体的に目覚ましい成果を上げているような自治体をご存じか。
歌川講師：排出量統計が出るのが遅く、国の統計は２０２１年まで、鹿児島県の統計は２０２０年まで、他の自治体では２０１９年かそれ以前までしか統計が出ていないところが多い（さらに市町村には公的な統計あるいは測定のしくみがない）。“ここは目覚ましく進んで排出が７０％も減った”というような自治体は確認できていない。一方で設備や仕組みづくりで成果を上げているところは出始めている。
温暖化防止活動実行計画の骨子（目次）について
事務局（井上）： 奄美市地球温暖化防止活動実行計画、目次案骨子案についてご説明する。
まず、第１章、計画策定の背景及び意義ということで、地球温暖化対策をめぐる動向、温暖化のメカニズムや、気候変動の現状、環境・気候変動への影響、地球温暖化対策をめぐる海外や日本、県の、情報を整理する。次に、２番、計画の意義と位置づけとし、本計画の策定の背景、位置付けを説明する。
第２章、本市の地域特性とし、１番、自然的特性とし、奄美市の地勢、気候、自然。２番、社会的特性とし、人口及び世帯数、産業構造、交通体系、自動車保有台数、再エネ導入状況、電力需要量を整理したい。
次に第３章、温室効果ガス排出量及び吸収量の現況と将来推計とし、１番、温室効果ガス排出量の現況、こちらは２０１３年と２０２０年度排出量を算定する。これを比較したうえで、２番、温室効果ガス排出量の将来推計を算出し、２０３０年度将来推計をもとに算定する。そして３番、森林による吸収量を計算する。
第４章、温室効果ガスの排出吸収に関する目標。こちらは本プラットフォームのメインとなるところだと思うが、１番目に、目標設定の基本的な考え方、考え方と奄美市の将来像、こちらは先ほど歌川先生がおっしゃったように、まずは省エネを進めて、再生可能エネルギーといったクリーンエネルギーを進めていくという考え方になろうかと思う。また将来像としては奄美市独自の文化を残しつつ、奄美市らしい将来像、計画ができたらと考えている。２番目の総量削減目標は、排出量の削減目標として、２０３０年は２０１３年度比４６％削減、２０５０年度の排出ゼロ。国の削減目標に合わせて現段階の案として示している。３番目、部門別削減目標ということで、各部門、産業部門、家庭部門、業務その他部門、運輸部門等で、２０１３年度と比較して、どれだけ削減できるかという目標値を、定めていきたいと考えている。
第５章、温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策といたしまして、本会議のメインであり後ほど議論されると思うが、１番、対策施策の進め方、２番、排出部門、分野別対策。こちらも産業、業務その他家庭、運輸、その他、横断的な対策も、打ち出せたらいいかと思う。３番目に、施策実施に関する目標。こちらは上記の部分目標を具体的に定めてＫＰＩ、わかりやすい目標が、設定できたらと考えている。例えば、電気自動車の普及率や再生可能エネルギーの導入量を定めていけたらと思う。
最後に第６章・計画の推進とし、１．計画の推進体制、２．各主体の役割、３．計画の進捗管理。ＰＤＣＡサイクルに則った進捗管理を実施する。４．計画の見直しというふうに本編ではなっている。
資料編として、温室効果ガスの推計方法や、今現在行っている市民事業者のアンケート調査結果を記録していきたいと考えている。
本骨子案は現段階の案であり、内容構成等は策定過程で変更する場合がある。
この場を借り、アンケートにご協力いただきました商工会議所の皆様と、県総建設業界、建設業協会様の、アンケートにご協力いただき感謝を申し上げる。現在市民向けアンケートを集計中である。企業向けアンケートの回収状況が思わしくないため、今一度無作為抽出によりアンケートを送付して回収、集計を行ってまいりたい。
温暖化防止活動実行計画の将来像と施策について
事務局(河野)：本計画の将来像と施策についてということで、本市の将来像・施策を皆様にそれぞれお考えがあれば、ご意見をいただきたい。例えば今日中に全て将来像や施策をがっちり固めようというわけではない。いただいた意見をなるべく反映できるよう、事務局と座長とで打合せしながら固めていきたいと考えている。今回は自由に意見を出していただければというところ。
その際の参考になればとほかの自治体の計画の将来像・施策の資料をお渡しした。まず、つくば市では「全員参加でつくる低炭素かつレジリエンスなスマートシティ」という将来像と捉えている。レジリエントというのはこの脱炭素の中で使われている言葉だが、これは災害に対応できることを指す。例えば、島では台風時に停電が起きてしまうが、停電が起きても避難所に行けば発電機の備えがあるなどの対策が取られていること。蓄電池の備えがあれば携帯電話の充電ができたりエアコンが稼働できたりすること。さらに台風通過後すぐに災害復旧にできることなどのような防災の核としての機能が脱炭素の計画に盛り込まれることがよくある。それがつくば市の例である。また、施策体系ということでは各主体による低炭素化の推進、低炭素なまちづくりの推進、低炭素なモビリティの普及促進、持続可能なライフスタイルの推進、市民参加型の循環意識啓発、気候変動に適応する、といった内容である。
本市と同じ離島である沖縄本島の名護市の温暖化実行計画の都市像は「自然と都市が調和した環境にやさしいまちづくり」である。気候的に奄美と似ており、遺産地域のやんばるも一部含まれている地域で“自然と調和する”“環境”という表現からも本市としても参考になるのではないか。削減目標達成のための施策としては、家庭や職場での省エネ化の促進、再生可能エネルギー等の利用促進、低炭素なまちの整備・改善、循環型社会の形成について記載されている。
次に東京都板橋区の実行計画では「ＳＤＧｓの彼方に、地域と創るゼロカーボンシティ板橋」と将来像と定めている。ＳＤＧｓについては各自治体においてそれぞれ目標にも取り組んでいこうという動きもある。また、市町村ごとに２０５０年までのカーボンニュートラルを目指すということを宣言するという動きがあり、そうした自治体が徐々に増えてきている。こうしたことからこのゼロカーボンシティという文言を将来像に掲げる自治体が増えている。板橋区は基本方針という形で、クリーンなエネルギーを賢く使おう、地球にやさしいスマートインフラを整備しよう、環境と社会にも配慮したガバナンスを進めよう、３Ｒとエシカル消費を進めよう（３Ｒはリユース、リユース、リサイクル）（エシカル消費：消費者として例えば地球温暖化対策にちゃんと適応する商品なのか、あるいはこの商品を作っている企業がそういう取組しているかというところまでしっかり考えて、消費行動をすること）、地球環境を考え行動する人づくりを進めよう、気候危機に今から備えよう、の６つの柱からなる。
次は阿南市の実行計画で、「環境・経済・地域が好循環するゼロカーボンシティ あなん」で先ほど出たゼロカーボンシティというのが採用されているがそれに加えて歌川先生からお話があった経済・地域の好循環ということが考え方に盛り込まれている。
施策については、市民、事業所における省エネ行動の推進や照明機器などの導入支援、再生可能エネルギーの積極的導入支援、３Ｒ推進と廃棄物の排出抑制・資源化の推進、脱炭素社会の基盤整備の推進、市民・事業者への普及啓発や情報発信と先導的な取組の支援といった内容で、特にこの１番最後の普及啓発の情報発信は先ほどの歌川先生のお話にあった取組である。しっかりした情報提供するといったところに通じるところがあるのかなと思う。
次に天栄村。「自然と共に人・未来を創造する村 てんえい」として、再生可能エネルギーの導入の利用促進、省エネルギーの推進、森林吸収源の確保、循環型社会の推進、適応策の推進、多様な人々が取り組む環境づくりとある。ここで初めて“森林吸収源”というのが出てきたが、脱炭素は温室効果ガスの削減に加えてCO₂吸収をするところでの森林整備についてもそれぞれの自然環境に応じて、必要なポイントなのかなというところである。
最後の鹿児島県は「地球環境を守る脱炭素社会づくり」ということで施策の実施に関する目標としては再生可能エネルギーの利用促進、事業者・県民による温室効果ガス排出削減活動の促進、地域循環の整備・改善、循環型社会の形成とある。
これに加え、本市の既に設定している主要な既存計画として「奄美市総合計画」と、地方創生に関する「奄美市『攻め』の総合戦略2020」、この２つの計画の将来像と施策に該当するようなものを記載している。今回はあくまでも地球温暖化対策実行計画だが、総合計画や総合戦略が市の１番主要な計画であり、総合計画については今年度改定作業を行っており、最上位計画とこういう形で議論が進んでいるところである。我々のほうでしっかりと脱炭素の実行計画を作りながら、この会議の中で交わされた議論は最上位計画のほうに反映していくような取組とやっていきたいと思っている。
今の総合計画の将来都市像は、自然・ひと・文化が共につくるきょらの郷」である。本プラットフォーム第１回のときに議論があったが、環境文化という考えがやはり世界自然遺産としてあることから我々の先輩方、先人たちがこれまで培ってきた自然とともに暮らすという協働する文化というものが何らかの形で反映できればというところである。施策の大綱ということで、健康で長寿を謳歌するまちづくり、観光立島を目指した多様な産業連携のまちづくり、自然に囲まれた快適な暮らしのまちづくり、地域の中で教え・学ぶ教育文化のまちづくり、魅力ある地域づくりに向けてとなっている。
また、地方創生に関する「奄美市『攻め』の総合戦略2020」は基本的な考え方と位置づけとして「幸せの島へ」と掲げている。この取組の基本的方向ということで少し数が多いが、奄美大島観光ブランドの構築、観光受入体制、働く場支援、子(くゎ)さばくり応援、定住支援、シマに学ぶ環境づくり、地域づくり、「環境文化」を守り受け継ぐ、となっている。総合戦略の中にも環境文化という言葉が今盛り込まれている。
こういったところを参考にしていただきながら、本日お集まりの皆様のご意見を幅広に出していただき、それを持ち帰り改めて我々のほうで取りまとめさせていただければと考えている。皆様の忌憚のないご意見をお願いしたい。
座長：ただいま温暖化防止活動実行計画の将来の政策についてご説明いただいた。今日はまずいろんな方から意見をいただく、ブレインストーミングの段階である。皆様からご意見をいただきたい。
大久保委員：先ほどの歌川先生のお話もそうだが、「奄美市の攻めの総合戦略2020」で気になったのは“シマに学ぶ環境づくり”である。終戦直後は奄美市に限らず日本全国貧しく厳しい生活を強いられ、いやでも隣近所と助けあわないと生きていけない。隣のおじいちゃんおばあちゃんも、その隣の通りもみんな知り合いばっかりで助け合ってきたという時代があった。それからもう何十年も経って現在奄美市はややリトル東京的な感じで都会的な良い面の一方で人間と人間のふれあいが薄れている。隣はわかるが隣の隣やもう一つ隣となるとさっぱり分からんというようなそういう印象が若干ある。そうすると歌川先生のお話や先ほどの説明であったように、いろんな施策を行政で考えてもそれを一般市民まで落とし込んで実践につなげるっていうことが結構難しいのだろうと思う。いただいた資料に立派なことが書いてあるが、何を具体的にやるのかがなかなか見えづらい。実践の具体例を何か示して、それを受け入れる体制づくりをするとよいのではないか。例えば自治会や町内会は現在あまり活発に活動されてないとよく聞くが、もう少し町内会や自治会なりを小単位に分けて、お互いの関係をさらに密にして、行政が何らかの指針を与えて、皆さんに実践していただく場合にその情報が隅々まで行き渡るように町内会等の在り方を見直してはどうか。そうすれば歌川先生がいろいろおっしゃった内容を具体的に実践できるのではないか。例えば“車を買い換えるのであればＥＶにしなさいね”とか、“なるべく３０年前のクーラーを使わないで新しいものに買い換えなさいね”とか具体的に住民の一人一人が正しく理解し実践できるためには、まず仕組みをつくっていただけると、かなり効果的じゃないかなと思うがいかがか。
事務局（信島）：ご指摘のとおり奄美市内においても、名瀬では市街化が進んで人と人とのつながりが少ない。しかし笠利や住用などではまだそういう以前のつながりが残っている地域もあるなど、市内において異なる対応が必要になってくるのかと思われる。その中でご提案いただいた町内会自治会の再編も含めたより横のつながりが取りやすい環境整備をすべきじゃないかというご意見はこの場ですぐご回答できるものではないため、一度私どもで持ち帰り市全体の中で協議をさせていただきたい旨ご理解いただきたい。
正野委員：つくば市のレジリエントの話で災害に対応できるという考え方はいいなと思った。最近奄美市も防災に力を入れている。先ほどの大久保委員の話にも繋がるかと思うが、地域で防災について取り組むときに、先ほど歌川先生の話の中でモデル地域の設定という内容があったが、モデル地域やモデル事業所を決めてそういったところにまず考え方を落とし込んでいくというスタイルで広げていくのはどうか。
座長：大久保委員・正野委員からアイデアを実践に繋げるためにはどうすればいいかについてご提案いただいた。大久保委員は町内会・自治会を通じて普及するっていう内容で、正野委員は町内会・自治会の協力によりモデル地域やモデル事業を実施してはどうかとのご意見であった。
事務局(信島)：他の地域においてモデル地区を設定し災害時にＥＶ車などから電気を取る地域マイクログリットいう取組事例もあることから、そういった考え方は有効な方法の一つと感じる。
諏訪委員：町内会といった話から少し離れるが、私は消費行動に注目したいと思う。消費者の方が何か物を買う、設備を入れる、車の購入など耐久消費財を買い替えるときに、企業あるいは商店から購入するときに必要な情報を受け取れる仕組みをつくるといいのではないか。奄美市ではＳＤＧｓの協力をいただいている企業が非常に多く、本市と連携協定を結びたいとかそういったお話この１年非常に多くいただいた。そういった企業の方々は環境を大事にしなきゃいけないという理念をお持ちで、企業の行動意識が変わってきつつあるのかなと感じた。そういう企業にご協力をいただきながらやっていくというのが、取り組みやすいのかなというふうに感じたところである。地球温暖化というのは非常に大きなテーマだが、ご賛同いただける企業の方々が消費者の方々に商品を提供する際に、例えば建設業であれば家を建てるときには“これはちょっと高くはなるが環境に優しく地球温暖化の防止に繋がる”という情報をあわせて提供していただく。例えばスーパーで買物するときも“この商品は環境にも役立っている”という情報を提供する。そういった方からの情報であれば、消費者である市民の方々の消費行動を変えることについての説得力のあるヒントになるのではないか。また先ほどの歌川先生の話で再生可能エネルギーの課題があったと思うが、再生可能エネルギーを普及する取り組みの中で私は自然を破壊したくないという気持ちがある。先ほどお話のあった太陽光発電だが、屋上に太陽光パネルを設置するのは問題ないと思うが木を切ったり畑を潰したりしてパネルを設置するということに対しては本当にいいのだろうかという気持ちがある。どれが正解なのかの判断は難しいが、気になる内容であったためお伝えした。
座長：諏訪委員からは２点ご意見をいただいた。一つ目は脱炭素を進めていく。協力していただけるような企業と一緒にプロジェクトやっていくこと。分かりやすいところだと歌川先生のお話にあった家電製品の買い替え時の取り組み。今冷蔵庫を買い替えたいが約２０万はかかる大きな買い物であるから、省エネ製品を選んだ場合にかかるイニシャルコストが、何年間で回収できるのかという情報を正しく提供していただけるメーカーさんや代理店の方々と共に取り組みを行う、ということが重要になってくる。というような話であった。２点目に関しては難しい話だが、再生可能エネルギーを推進することが自然破壊につながるリスクはないだろうかということ。これについては事務局からご意見をいただく。
事務局(河野)：そういう皆様からの情報、行動につながるような仕組みづくり、環境保護との両立といったあたりはやはり世界自然遺産地域であるからそこはしっかり配慮した書きぶりや計画づくりが求められていると認識している。
島袋委員：再生可能エネルギーの件だが、極端な話をすれば１００％再生可能エネルギーで
あればCO₂の排出はゼロになると思うが、現実問題として太陽光や風力であった場合にはどうしても自然の影響を受けることから発電量が安定しないため、需要供給のバランスの保持が難しい。再生可能エネルギーの割合が増えたときには極端な話だが電力の供給が難しくなり停電が起きることもあり得るのではないかと思うが、こうした点についてお伺いしたい。
川村委員（代理・福地様）：第１回の会合で少し説明をさせていただいたとおり、奄美大島自体が内燃力発電所ということで、ディーゼル機関を使って発電をしている。電気というのは需要と供給のバランスが大事で、どちらが多くても周波数が変動して、要は発電機が停止して北海道であったようなブラックアウトということで、北海道全体が停電したような事象も考えられる。ご質問のとおり、対応の出力が増え過ぎた場合、本土のほうでも今実施している出力制御というのをお客様にお願いをして太陽光の発電量を抑えていただき、需給のバランスをとっている。特にゴールデンウイークは工場とかも休みになり家庭の電気もクーラー・エアコン等を使わない時期である。また太陽光発電においても余り気温が高くないのでパネルの出力効率がよく発電をする。このような条件下で出力制御をお願いしている。このような手法を導入しながら再エネの活用と安定的な電力需給を行っている。おっしゃるとおりバランスが非常に大事であり、再エネが増え過ぎることは奄美大島では難しい状況かと思われる。奄美市において我々は中立公正な立場でインフラ事業を行う事業者であることからなかなかどういった方向性がいいっていうのはちょっと言いづらい立場にある。先ほどつくば市の例でレジリエンスという文言ができたが、我々も台風のとき停電となりお客様にご迷惑をおかけしたりしている。このような状況下でのアイデアの一例として、災害時の各避難所への太陽光パネルと蓄電池等の設置が挙げられる。設置されれば避難された方々は電気が使用でき携帯電話の充電等が可能となる。
村上委員：名瀬港が当てはまるかは定かではないが、カーボンニュートラルポートは通称コンテナ港が選ばれる国土交通省が現在行っている施策である。名瀬港がカーボンニュートラルポートを目指して例えばエネルギーの転換を行う。内燃においてはアンモニアや水素への転換の取り組みで脱炭素を図っていくなど。鹿児島だとカーボンニュートラルポートは志布志と川内が協議会を立ち上げて港でなるべく脱炭素でやっていこうという取り組みがあるが、奄美市で実施の可能性があるのかっていうのと、電力事業者の視点から可能性があるのか伺いたい。
歌川委員：港を海外からアンモニアや水素の輸入基地とする「カーボンニュートラルポート」の整備が国交省や経産省により進められている。奄美港も可能性はあるものの、奄美の場合は脱炭素対策が難しい産業の高温熱利用はあまりない。飛行機、大型船舶、漁船は脱炭素対策に技術課題のある用途だが、名瀬港に水素を他地域・海外から大量に受け入れる条件はないかもしれない。むしろ奄美地域は需要側ではなく供給側となる可能性がある。奄美市の再生可能エネルギー電力可能性は消費量の10倍で、将来は域内再生可能エネルギー電力で再エネ水素をつくり、他地域に供給する可能性も考えられる。当面は太陽光発電や風力発電の建設が先である。需給バランス確保の課題もある。奄美大島内の送電線増強も必要かもしれない。エネルギー・再生可能エネルギーを今後は移入ではなく移出としても考えることが、供給可能性が大きく需要が小さい地域の特性として、将来考えられる。
座長：座長の立場で僭越ながら発言させていただく。本計画について、私のイメージとしてはもっと奄美プライドというか、奄美市が地球温暖化防止をこんな形でやってやるのだというプライドが感じられるようなプランを作ってみてもいいのではないか。大久保委員からも自治会や町内会の活用との素晴らしいご意見をいただいたが、もう少し住民生活に目を向けたほうがいいのではないか。前回会議の懇親会の際に河野さん（事務局員）とお酒飲みながら「奄美大島で行われている普通の生活レベルでの地球温暖化に資する慣習はあるのか」って聞いたら、“ゆらう”とおっしゃった。“ゆらう”という言葉は存じ上げなかったが、もともと「集う」という意味らしく、夏場など暑いからと言ってみんな外に出てきて涼む。言われてみると、奄美大島や沖永良部島でよく仕事するのだが、夕方におじいちゃんおばあちゃんが木の下に集まって時々おじいさんたちは焼酎飲んでいていいなあと思う。皆さんやはり涼しいところをご存知で、そういった場所に出られている。先ほど歌川先生の情報提供の話で省エネというのは計算してやっていかなくてはならないという話があったが、“ゆらう”ことによって例えばおじいさんおばあさんが外に行くときは家庭のエアコンや電気は全部消す。それによってどれぐらいの省エネができるかというようなことを大学等との共同研究によって計算してみたらどうか。島の方々が普通にやっていることというのが実はすごいことである可能性がある。それがなぜ注目されていないのかというと数値化されていないからではないか。おばあちゃんおじいちゃんに暑い時にはどう過ごすかをお伺いし、“暑いときはこういうものを食べる”等いただいた回答についてそれをすることによってどれぐらい省エネができているのかというのを計算し、その効果を数値化することは可能ではないかと。具体的な例を挙げると建築である。沖縄で昔ながらのお宅にお世話になったことあるが、夏場に行くと少し涼しいと感じる。こういう伝統的な建築が一般的なコンクリートの建築と比べてどれぐらい省エネ効果があるのかは建築学に精通した大学や研究所と一緒に研究すればおそらく数値化できるのではないか。奄美においても建築のこういう構造やつくりが省エネに役立っているというのが分かれば、それを盛り込んだ建築を行う建設会社に対して補助する、あるいはそういう家を購入またはリフォームする市民の方に援助していくようなことを考えられるのではないか。まとめると奄美の方が日常やっている省エネ対策に資する慣習を数値化していく。それで効果があるのが認められたらそれを市・大学・市民団体等を通じて広げていく。検証結果をもって普及啓発をすると奄美の方々に奄美に根付いた古くからの慣習の価値を実感していただけるだけでなく、沖縄、フィリピンなど東南アジアと大きな規模で波及する可能性もあるのではないか。
歌川委員：老朽建築、古い設備による非効率なエネルギー消費等、各分野において脱炭素を進める諸課題を整理し、個別の対策目標・ＫＰＩなどがそれぞれ設定され、対策ロードマップを作成し施策を展開、進捗を定量的に管理できるとよい。技術的取組に、地域特性を踏まえた取組を付加し、地域独自の対策となる。
　建築は国の基準で奄美と沖縄は第８地域で、暖房をあまり使わないので、建物に入る日射量削減が基準である。先ほど西村先生がおっしゃった奄美の伝統建築に日射をうまく防ぐ特性があれば施策に付加されるとよい。
　新しい視点として適応策と地域企業の支援がある。適応策は、奄美で温暖化の悪影響が顕著な部分に、それを和らげる対策として列記していくとよい。地元企業支援では、例えばこの地域の伝統的な遮熱や近代工法による遮熱を地元事業者が施工できるよう支援していくことが考えられる。地元事業者支援の例で断熱建築は鳥取県が県独自基準を定め認定事業者を指定し支援している。長野県は県内事業者が断熱工事を施工できるよう業界団体と県が共同で研修や講習会を実施し支援している。再生可能エネルギーでは、長崎県五島市で市所有の風車の管理を地元の業者に任せたのを契機に引き受けた市内建設業者が風力発電のメンテナンスに強くなり、今では全国規模の風力発電メンテナンス企業に発展した。地域の事業者が脱炭素工事や機器取次などを受注し成長する可能性があり、その道筋を作るのもこの計画の一つだと思う。事業者の方々から「取組でこういう課題に直面、ここで支援が欲しい」「ここは協力できる」など双方向のやりとりができるとよい。事業者はその分野の専門家で、その知恵を生かし、支援も求めながら、地域共通課題解決と両立するテーマを発展させるとよい。
座長：諏訪委員のご意見を受けて思い出したが、私が研究したニュージーランドの小水力発電の事例について。南島のほうでマイクロ小水力発電を作ったようだが、住民はすごくやはりとても慎重であった。発電所での設備をつくるのにも、景観や環境が壊されるからほかにまず何ができるかっていうのを考える。それで１番やっぱり典型的なのは断熱材の普及ということで、私が勉強した事例ではＮＰＯのような団体が断熱材の供給会社等複数とここの地区では責任を持ってこれだけのボリュームを買い取るという契約をして、たくさん買い取る。たくさん買うことで安く仕入れることができる。そうしてそこの集落は湖２園、水道発電の設備をつけ、使うことはしない。つくらないで省エネできる。このようにあまり自然を扱わないで、できることからやっていくっていうのが重要なんじゃないかなと思う。奄美市で言うと、まずは冷蔵庫を買い替えてださい、そういう話だと思う。そして実現するためには正しい情報を正しいルートで伝えること。自治会・町内会とかを通じてちゃんと分かりやすい情報をメーカーとか販売店に新たにつくってもらう必要がある。まずはそういうところが必要ではないか。私が“ゆらう”とか“奄美建築”等の話をしたのは、自然環境に手を加えることなく太陽光パネルをたくさん整備する、水力、風力発電を作るというのは、中長期的には重要なのかも重要だと思うが、その前にできることをまず考えよっていうことも重要ではないか。太陽光パネルに関してはごみの問題やパネルの下の環境が大きく変わってしまうのではないかという問題もあるのではないか。
岩本委員： 今回２回目の開催ということで私も前回を踏まえ今秋に向けてちょっとだけ勉強した。ここに２０数名いらっしゃるが、実際皆さんのご家庭がどれぐらいCO₂排出しているのかご存知か。・・・多分このレベルだと思う。こんな状況で市民に何を言えるのかなと思う。ということで私はネットを調べ、CO₂の排出のシートを見つけた。県のサイトでも提供があったと思う。それを見ながら、保管しておいた今年の１月分からの検針票や領収証の内容を打ち込んで、今月に自分がどれぐらいCO₂排出しているのか、特に４・５月と夏場の７・８月でどれぐらい違いが出ているのかを実際今取っている。意識だと思う。本当に失礼な言い方になってしまうがここに集まるのであれば皆さんそれぞれがそれぐらいの意識を持って話し合いをしていかないと市民には多分伝わらない。余談だが、10月12日に車の車検を控えている。車を買い替えについても考えている。電気自動車は300万ぐらいするかと思う。仮に５年で割ったらひと月５万円の負担。電気自動車へ乗り換えることによってこれまでかかっていたガソリン代と相殺してどれぐらい経済的効果があるのか。市民の視点からはその辺から考えていかないと。それをみんなで考えていこうというところからまず始める必要があるのかなと。失礼な言い方になっていたらお詫びする。資料に“自然と都市が調和した”とあるが、都市と市民が調和しなければ削減は進まない。コミュニティを大事にするのであればまずその辺からかなと思っているところ。
座長：我々も学びを進めていければ。重要なところとして研究者目線からいうと、やっぱ情報の正確性がとても重要だ。正しい情報を市民にきちんと出していく。
歌川委員：私は再エネ推進派だが、奄美市には再エネの膨大なポテンシャルがあるので、森林を切り開いたり世界自然遺産の大事なところに傷を付けることのないよう禁止したらよい。奄美大島には環境保全と両立し需要をまかなう再生可能エネルギーのポテンシャルは十二分にある。ただ全エリアで禁止すると新規整備できない。自給のための太陽光・風力で必要な設備容量規模や面積も大体分かることから、再エネに必要な面積の促進地域を確保し残りのエリアは原則禁止などとし、促進地域をどこに割り振るかを事業者と住民が参加し議論、「うちの地域では引き受けられる」「うちの地域ではお断りする」といった議論、意思決定を行うと、再生可能エネルギーを軋轢なく普及できると考える。
座長：今回はブレインストーミングということで、たくさんのご意見をいただいた。いろんなアイデアをきちんと実践につなげるための体制を構築することをきちんと考えていかないと机上の空論になってしまう。その際にその自治会・町内会の役割をきちんと理解する。関連でモデル地域・モデル事業を設定するというのを考えるというようなことが必要。諏訪委員から消費行動のお話があったが例えばもっと省エネ製品を使ってもらおうとするならば、関連事業者と連携し正しい情報を流していく必要がある。あと先ほど、ちゃんと皆さん勉強しましょうということがあったので私もこれからこの地球温暖化に関することについて研究していく必要があると感じた。あと、再生可能エネルギーの推進については賛否両論あるかと思う。歌川先生のお話では禁止区域を設定すれば大丈夫ということであった。しかしながらこれでいいのかという議論もあると思う。禁止区域に入ってないが地域の方が地域の自然環境はとても大切だ、と思うかもしれない。そういったお気持ちを大切にしながら慎重に検討する必要があるのではないか。
本日皆様からいただいたご意見をもとに座長と事務局で整理させていただき、将来像と施策をまとめる。まとめたものは次の会議までに電子メールなどを通じて随時共有しさらなる意見をいただきながら次の会議に最終案としてお諮りする。それでは、私の進行はここまでとし事務局にお返しする。
事務局：次の会議日程について。第３回は令和６年年明け、１月１９日金曜日の１３時３０分から市役所５階大会議室で開催。また併せて、全部で４回年度内に開催予定で、第４回目につきましては令和６年３月２０日金曜日の１３時３０分開催予定である。
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